
議案第21号

令和3年度さくら市下水道事業会計予算

（総　則）
第1条　令和3年度さくら市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第2条　業務の予定量は、次のとおりとする。
　(1)　水洗化戸数 8,483戸
　(2)　年間処理水量 2,484,500㎥
　(3)　一日平均処理水量 6,806㎥
　(4)　主な建設改良工事　　管路建設改良費 431,330千円
                           処理場建設改良費 60,000千円

（収益的収入及び支出）
第3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　収　　　　　　入
  第1款　下水道事業収益 1,078,172千円
　  第1項　営業収益  308,163千円
  　第2項　営業外収益 770,008千円
  　第3項　特別利益  1千円

　　　　　支　　　　　　出
  第1款　下水道事業費用 922,026千円
  　第1項　営業費用 823,006千円
  　第2項　営業外費用 97,500千円
  　第3項　特別損失      220千円
  　第4項　予備費    1,300千円

（資本的収入及び支出）
第4条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

　　　　　収　　　　　　入
  第1款　資本的収入　 485,548千円
  　第1項　企業債 248,400千円
  　第2項　負担金等 14,069千円
　  第3項　補助金 223,079千円

　　　　　支　　　　　　出
  第1款　資本的支出 943,747千円
  　第1項　建設改良費 542,647千円
　  第2項　企業債償還金 401,100千円

(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額458,199千円は、当年度分消費税及び地方
消費税資本的収支調整額46,393千円、当年度分損益勘定留保資金230,755千円、繰越利益
剰余金181,051千円で補てんするものとする。)



（企業債）
第5条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）
第6条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　(1) 第1款下水道事業費のうち第1項営業費用、第2項営業外費用、第3項特別損失に係る
　予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　(1)　職員給与費　66,924千円

（他会計からの補助金）
第9条　事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、578,699千円である。

（たな卸資産購入限度額）
第10条　たな卸資産の購入限度額は、1,000千円と定める。

令和3年2月22日　提出
さくら市長　뤷塚　隆志

起債の目的 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

第8条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し
又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

管路建設改良
費及び処理場
建設改良費

248,400千円 証書借入

年4.0％以内(ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる資
金について、利率
の見直しを行った
後においては当該
見直し後の利率と
する。)

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。
　ただし、企業財
政の都合により据
置期間及び償還期
限を延長し、短縮
し、若しくは繰上
償還、又は借換え
することができ
る。
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収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1,078,172

308,163

 1 下水道使用料 307,428 下水道使用料

2 その他営業収益 735 手数料、電柱占有料

770,008

1 受取利息及び配当金 1 預金利息

2 他会計補助金 526,620 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 243,384 当年度分減価償却見合いによる収益化

4 雑収益 2

5
消費税及び地方消費税還
付金

1 消費税及び地方消費税還付金

1

1 その他特別利益 1

(単位：千円)

予定額 備　　　考

922,026

823,006

 1 管渠費 43,688 下水道管路の建設、維持管理に要する費用

2 処理場費 229,558 下水処理場の維持管理に要する費用

3 総係費 71,621 下水道事業運営に要する費用

4 減価償却費 474,139 固定資産の減価償却費

5 資産減耗費 4,000 固定資産の除却費等

97,500

1
支払利息及び企業債取扱
諸費

91,000 借入企業債に対する支払利息

2 消費税及び地方消費税 6,500 消費税及び地方消費税納付金

220

1 過年度損益修正損 220 過年度還付金等

1,300

1 予備費 1,300 予備費

令和3年度さくら市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款　　項　　目

1.下水道事業収益

1.営業収益

2.営業外収益

3.特別利益

支　　　出

款　　項　　目

1.下水道事業費用

1.営業費用

2.営業外費用

3.特別損失

4.予備費



資 本 的 収 入 及 び 支 出

(単位：千円)

予定額 備　　　考

485,548

248,400

 1 企業債 248,400 公共下水道事業

14,069

1 受益者負担金 14,029 公共処理区域内の受益者に賦課される負担金

2 受益者分担金 40 農集処理区域内の受益者に賦課される負担金

223,079

1 国庫（県）補助金 171,000 管路建設改良費及び処理場建設改良費

2 他会計補助金 52,079 一般会計補助金

(単位：千円)

予定額 備　　　考

943,747

542,647

 1 事務費 50,096 事業全般に要する事務費、職員給料等

2 管路建設改良費 431,330 委託料、工事請負費

3 処理場建設改良費 60,000 委託料、工事請負費

4 有形固定資産購入費 1 土地、工具・器具、備品の購入費

5 無形固定資産購入費 1,220 汚泥資源化施設利用権の購入費

401,100

1 企業債償還金 401,100 企業債元金償還金

収　　　入

款　　項　　目

1.資本的収入

1.企業債

2.負担金等

3.補助金

支　　　出

款　　項　　目

1.資本的支出

1.建設改良費

2.企業債償還金



（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 172,020,000

　　減価償却費 471,263,000

　　減損損失 0

　　賞与引当金の増減額（減少△） 0

　　貸倒引当金の増減額（減少△） 15,000

　　長期前受金戻入 △226,147,000

　　受取利息及び受取配当金 0

　　支払利息 91,000,000

　　有形固定資産売却損益（益△） 0

　　資産減耗費 4,000,000

　　未収金の増減額（増加△） 520,000

　　未払金の増減額（減少△） △2,300,000

　　貯蔵品の増減額（増加△） 0

　　前払金の増減額（増加△） 0

　　その他流動資産の増減額（減少△） 0

　　前受金の増減額（増加△） 0

　　その他流動負債の増減額（減少△） 0

　　小計 510,371,000

　　利息及び配当金の受取額 0

　　利息の支払額 △91,000,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 419,371,000

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △496,663,000

　　有形固定資産の売却による収入 0

　　有形固定資産の除却による支出 0

　　国庫補助金等による収入 171,000,000

　　工事負担金による収入 0

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 52,079,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △273,584,000

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 248,400,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △400,574,789

　　他会計からの出資による収入 0

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △152,174,789

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） △6,387,789

資金期首残高 52,193,137

資金期末残高 45,805,348

令和3年度さくら市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年 4月 1日から令和4年 3月31日まで）



給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　総括

（単位：千円）

職　員　数 給　与　費

特別職 一般職

　（人）　（人）

( 0 )

4

( 0 )

4

( 0 )

8

( 0 )

4

( 0 )

4

( 0 )

8

( 0 )

0

( 0 )

0

( 0 )

0

（単位：千円）

本年度 918 749 1,254 2 2,000 0

前年度 1,098 749 1,254 2 2,000 0

比　較 △ 180 0 0 0 0 0

職員手当

本年度 1,125 7,320 5,620 360 0 0

の 内 訳 前年度 1,125 7,396 5,464 360 0 0

比　較 0 △ 76 156 0 0 0

本年度 0 0

前年度 0 0

比　較 0 0

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

区　分
法　定
福利費

合　計
報　酬 給　料 賃　金 手　当 計

本
年
度

損益勘定
支弁職員 0 0 16,952 0 9,952 26,904 5,384 32,288

資本勘定
支弁職員 0 0 14,776 0 9,396 24,172 4,864 29,036

合計 0 0 31,728 0 19,348 51,076 10,248 61,324

前
年
度

損益勘定
支弁職員 0 0 16,656 0 9,872 26,528 5,374 31,902

資本勘定
支弁職員 0 0 14,618 0 9,576 24,194 4,885 29,079

合計 0 0 31,274 0 19,448 50,722 10,259 60,981

比

較

損益勘定
支弁職員 0 0 296 0 80 376 10 386

資本勘定
支弁職員 0 0 158 0 △ 180 △ 22 △ 21 △ 43

合計 0 0 454 0 △ 100 354 △ 11 343

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務

手当
時間外勤務

手当
宿日直手当

区　分 管理職手当 期末手当 勤勉手当 児童手当
単身赴任

手当
管理職特別
勤務手当

区　分 地域手当 寒冷地手当



２　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 増減事由別内訳

（千円） （千円）

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

　平均給料月額　（円） 325,763

令和3年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 369,775

　平均年齢　　　（歳） 42.7

　平均給料月額　（円） 318,988

令和2年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 364,413

　平均年齢　　　（歳） 41.7

備考　短時間勤務職員以外の職員について作成。

（２）初任給

（単位：円）

国の制度

一般行政職 技能労務職

高校卒 150,600 147,900 150,600 147,900

短大卒 163,100 163,100

大学卒 182,200 182,200

区　分 説　明 備　考

給　料 454

　給与改定に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分

　その他の
　増減分

454    職員異動等

職　員
手　当

△ 100

　制度改正に
　伴う増減分

△ 142  　期末手当分

　その他の
　増減分

42    職員異動等　　　　　　　

区　分 一般行政職 技能労務職

区　分 一般行政職 技能労務職



( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

（３）級別職員数

一般行政職 技能労務職

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

0 0.0

0 0.0

0 0.0

1 12.5

0 0.0

1 12.5

0 0.0 0 0.0

3 37.5 0 0.0

0 0.0 0 0.0

1 12.5 0 0.0

0 0.0 0 0.0

1 12.5 0 0.0

0 0.0 0 0.0

1 12.5 0 0.0

0 100.0 0 0.0

8 100.0 0 0.0

0 0.0

0 0.0

0 0.0

1 12.5

0 0.0

1 12.5

0 0.0 0 0.0

3 37.5 0 0.0

0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0

2 25.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0

1 12.5 0 0.0

0 100.0 0 0.0

8 100.0 0 0.0

備考　（　　）内には、短時間勤務職員について外書き。

区　分
級 級

７級

６級

５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

７級

６級

５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

令和3年1月1日現在

令和2年1月1日現在



( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　（級別の標準的な職務内容）

部長の職務

上下水道事務所長の職務

議会事務局長の職務

教育次長の職務

会計管理者の職務

参事の職務

課長の職務

農業委員会事務局長の職務

監査委員事務局長の職務

施設の長の職務

室長の職務

主幹の職務

課長補佐の職務 極めて高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

施設の長の補佐の職務 極めて困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

副主幹の職務

主任保育士の職務 相当の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

係長の職務 高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

主査の職務 困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

特に困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

主任の職務 相当の経験を必要とする技能職員の職務

相当の経験を必要とする労務職員の職務

主事補又は技師補の職務 技能職員の職務

主事又は技師の職務 労務職員の職務

（４）期末手当・勤勉手当

支給期別支給率

６月 １２月

（月分） （月分） （月分）

1.175 1.175 2.35

2.225 2.225 4.45

1.175 1.175 2.35

2.250 2.250 4.50

1.175 1.175 2.35

2.225 2.225 4.45

備考　（　　）内には再任用職員の標準的な支給率を記載。

区　分 一般行政職 技能労務職

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

区　分
支給率計 　職制上の段階、

職務の級等に
よる加算措置

備　考

本年度 有

前年度 有

比　較 有



（５）定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

　　（月分）　　（月分）　　（月分）　　（月分）

（６）特殊勤務手当

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

支給対象職員の比率　（％）

（令和2年1月1日現在）

（７）その他の手当

区　分 その他の加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 応募認定退職特例措置

国の制度　　　
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 応募認定退職特例措置

区　分 全職種

給料総額に対する比率（％） 0.0 0.0 0.0 

100.0 100.0 0.0 

代表的な特殊勤務手当の名称 　受益者負担金徴収業務従事職員の特殊勤務手当

区　分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同　じ

住居手当 同　じ

通勤手当 同　じ



　（単位：千円）

債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの支払義務
発生（見込）額

当該年度以降の支払義務
発生予定額

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額
損益勘定
留保資金

1-公共下水道水処理セ
ンター維持管理業務委
託

379,500
令和元年度から
令和２年度まで

126,000
令和３年度から
令和４年度まで

253,500 379,500

1-農業集落排水水処理
センター維持管理業務
委託

19,800
令和元年度から
令和２年度まで

6,600
令和３年度から
令和４年度まで

13,200 19,800

2-汚水桝設置等業務委
託

31,000 - -
令和２年度から
令和３年度まで

31,000 31,000

2-排水設備工事検査確
認業務委託

1,930 - -
令和２年度から
令和３年度まで

1,930 1,930



　



（単位：円）

１．固定資産

　（１）有形固定資産

　　　イ　土地 259,770,019

　　　ロ　建物 684,159,410

　　　　　減価償却累計額 △62,918,368 621,241,042

　　　ハ　構築物 13,487,161,833

　　　　　減価償却累計額 △1,030,639,483 12,456,522,350

　　　ニ　機械及び装置 1,227,077,231

　　　　　減価償却累計額 △323,796,276 903,280,955

　　　ホ　車両運搬具 863,005

　　　　　減価償却累計額 △712,872 150,133

　　　ヘ　工具器具及び備品 1,347,663

　　　　　減価償却累計額 △438,183 909,480

　　　ト　建設仮勘定 0

　　　有形固定資産合計 14,241,873,979

　（２）無形固定資産

　　　イ　施設利用権 58,338,138

　　　無形固定資産合計 58,338,138

　　　　　固定資産合計 14,300,212,117

２．流動資産

　（１）現金・預金 45,805,348

　（２）未収金 13,720,000

　　　　貸倒引当金 △320,000 13,400,000

　（３）貯蔵品 0

　（４）前払金 0

　（５）その他流動資産 300,000

　　　流動資産合計 59,505,348

　　　資産合計 14,359,717,465

令和3年度さくら市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和4年 3月31日）

資産の部



３．固定負債

　（１）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,157,718,419

　　　固定負債合計 5,157,718,419

４．流動負債

　（１）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 407,298,000

　（２）未払金 36,700,000

　（３）前受金 0

　（４）引当金 2,738,000

　（５）その他流動負債 300,000

　　　流動負債合計 447,036,000

５．繰延収益

　（１）長期前受金 7,556,164,932

　（２）長期前受金収益化累計額 △692,823,490

　　　繰延収益合計 6,863,341,442

　　　負債合計 12,468,095,861

６．資本金

　（１）資本金 1,162,300,360

　（２）繰入資本金 20,787,139

　　　資本金合計 1,183,087,499

1,183,087,499

７．剰余金

　（１）資本剰余金

　　　イ　補助金 118,534,200

　　　ロ　受贈財産評価額 23,088,706

　　　ハ　寄附金 0

　　　二　工事負担金 0

　　　資本剰余金合計 141,622,906

　（２）利益剰余金

　　　イ　減債積立金 0

　　　ロ　利益積立金 0

　　　ハ　建設改良積立金 65,000,000

　　　二　当年度未処分利益剰余金 501,911,199

　　　利益剰余金合計 566,911,199

　　　剰余金合計 708,534,105

　　　資本合計 1,891,621,604

　　　負債・資本合計 14,359,717,465

負債の部

資本の部



（単位：円）

１．営業収益

　（１）下水道使用料 284,076,000

　（２）その他営業収益 690,000 284,766,000

２．営業費用

　（１）管渠費 40,243,000

　（２）処理場費 177,813,000

　（３）総係費 60,800,000

　（４）減価償却費 475,142,000

　（５）資産減耗費 1,000 753,999,000 △ 469,233,000

　　　営業利益

３．営業外収益

　（１）受取利息及び配当金 1,000

　（２）他会計補助金 559,093,000

　（３）長期前受金戻入 222,536,000

　（４）雑収益 1,000

　（５）消費税及び地方消費税還付 1,558,000 783,189,000

４．営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 99,185,000

　（２）消費税及び地方消費税 0 99,185,000 684,004,000

　　　経常利益 214,771,000

５．特別利益

　（１）特別利益 430,000 430,000

６．特別損失

　（１）固定資産売却損 0

　（２）その他特別損失 100,000 100,000 330,000

　　　当年度純利益 215,101,000

　　　前年度繰越利益剰余金 214,790,199

　　　その他未処分利益剰余金変動額 0

　　　当年度未処分利益剰余金 429,891,199

令和2年度さくら市下水道事業会計予定損益計算書
（令和2年 4月 1日から令和3年 3月31日まで）



　



（単位：円）

１．固定資産

　（１）有形固定資産

　　　イ　土地 259,770,019

　　　ロ　建物 684,159,410

　　　　　減価償却累計額 △42,255,857 641,903,553

　　　ハ　構築物 13,009,601,124

　　　　　減価償却累計額 △671,976,027 12,337,625,097

　　　ニ　機械及び装置 1,164,123,940

　　　　　減価償却累計額 △233,119,505 931,004,435

　　　ホ　車両運搬具 863,005

　　　　　減価償却累計額 △475,248 387,757

　　　ヘ　工具器具及び備品 1,347,663

　　　　　減価償却累計額 △292,122 1,055,541

　　　ト　建設仮勘定 0

　　　有形固定資産合計 14,171,746,402

　（２）無形固定資産

　　　　イ　施設利用権 60,029,985

　　　無形固定資産合計 60,029,985

　　　　　固定資産合計 14,231,776,387

２．流動資産

　（１）現金・預金 52,193,137

　（２）未収金 13,200,000

　　　　貸倒引当金 △305,000 12,895,000

　（３）貯蔵品 161,700

　（４）前払金 0

　（５）その他流動資産 300,000

　　　流動資産合計 65,549,837

　　　資産合計 14,297,326,224

令和2年度さくら市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和3年 3月31日）

資産の部



３．固定負債

　（１）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,316,004,419

　　　固定負債合計 5,316,004,419

４．流動負債

　（１）企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 400,574,789

　（２）未払金 39,000,000

　（３）前受金 0

　（４）引当金 2,738,000

　（５）その他流動負債 300,000

　　　流動負債合計 442,612,789

５．繰延収益

　（１）長期前受金 7,285,775,000

　（２）長期前受金収益化累計額 △466,667,608

　　　繰延収益合計 6,819,107,392

　　　負債合計 12,577,724,600

６．資本金

　（１）資本金 1,082,300,360

　（２）繰入資本金 20,787,139

　　　資本金合計 1,103,087,499

７．剰余金

　（１）資本剰余金

　　　イ　補助金 118,534,220

　　　ロ　受贈財産評価額 23,088,706

　　　ハ　寄附金 0

　　　二　工事負担金 0

　　　資本剰余金合計 141,622,926

　（２）利益剰余金

　　　イ　減債積立金 0

　　　ロ　利益積立金 0

　　　ハ　建設改良積立金 45,000,000

　　　二　当年度未処分利益剰余金 429,891,199

　　　利益剰余金合計 474,891,199

　　　剰余金合計 616,514,125

　　　資本合計 1,719,601,624

　　　負債・資本合計 14,297,326,224

負債の部

資本の部



注記事項

Ⅰ　重要な会計方針

　1　固定資産の減価償却の方法

　　（1）　有形固定資産　

　　　　　ア　減価償却の方法　定額法による

　　　　　イ　主な耐用年数

　　　　　　　建物　　　　　　　　　15年～50年

　　　　　　　構築物　　　　　　　　10年～50年

　　　　　　　機械及び装置　　　　　10年～20年

　　　　　　　車両運搬具　　　　　　4年～6年

　　　　　　　工具器具及び備品　　　5年～15年

　　（2）　無形固定資産

　　　　　ア　減価償却の方法　定額法による

　　　　　イ　主な耐用年数

　　　　　　　施設利用権　　　　　　　　50年

　2　引当金の計上方法

　　（1）　退職給付引当金

　　　　　　さくら市下水道事業における職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担す

　　　　　ることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　（2）　賞与引当金

　　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当並びに職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定

　　　　　福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

　　　　　負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

　　（3）　貸倒引当金

　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率（回

　　　　　収不能率）により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

　　　　　検討し、回収不能見込額を計上している。

　3　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　（1）　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　　 (1)　 企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　　　令和2年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌

　　　　　日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち他会計が負担する

　　　　　と見込まれる額は5,716,579,208円である。

　　　　　　令和3年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌

　　　　　日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち他会計が負担する

　　　　　と見込まれる額は5,565,016,419円である。



Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　（1）　報告セグメントの概要

　　　さくら市下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、

　　各事業で運営方針を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業

　　の２つを報告セグメントとしている。

　　　なお、報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　（2）　報告セグメントの概要

令和3年度（自令和3年4月1日　至令和4年3月31日）

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 氏家処理区及び喜連川処理区に係る汚水処理

農業集落排水事業 上野処理区に係る汚水処理

(単位：千円)

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 268,815 11,400 280,215

営業費用 722,018 41,729 763,747

営業損益 △ 453,203 △ 30,329 △ 483,532

経常損益 165,968 6,271 172,239

セグメント資産 13,656,971 702,746 14,359,717

セグメント負債 11,951,291 516,804 12,468,095

その他の項目

他会計補助金 499,120 27,500 526,620

減価償却費 448,813 22,450 471,263

特別利益 1 0 1

特別損失 220 0 220
固定資産の増減 90,886 △ 22,450 68,436



収　　　入 (単位：千円)

本年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 1,078,172 1,109,137 △30,965

1. 308,163 302,892 5,271

1. 下水道使用料 307,428 302,207 5,221 1. 下水道使用料 307,428 下水道使用料　8,483戸　2,484,500㎥

2. その他営業収益 735 685 50 2. 手数料 733 排水設備計画確認手数料 他

3. 雑収益 2 電柱占有料 他

2. 770,008 806,244 △36,236

1. 受取利息及び配当金 1 1 0 1. 預金利息 1 預金利息

2. 他会計補助金 526,620 559,093 △32,473 1. 他会計補助金 526,620 一般会計補助金

3. 長期前受金戻入 243,384 247,147 △3,763 1. 受贈財産評価額 18,774

2. 工事負担金 40

3. 受益者負担金 15,877

4. 受益者分担金 157

6. 国庫補助金 171,262

7. 県補助金 5,795

8. 他会計補助金 31,479

4. 雑収益 2 2 0 3. その他雑収益 2

5.
消費税及び地方消費
税還付金

1 1 0 1.
消費税及び地方消費
税還付金

1

3. 1 1 0

1. その他特別利益 1 1 0 1. その他特別利益 1

支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 922,026 953,543 △31,517

1. 823,006 837,622 △14,616

1. 管渠費 43,688 46,578 △2,890 8. 被服費 68

9. 備消品費 110 現場作業用消耗品 他

14. 委託料 30,500 下水道台帳作成業務 他

19. 修繕費 10,000 管渠修繕費 他

20. 路面復旧費 1,010

37. 工事請負費 2,000 マンホール等調整工事費 他

2. 処理場費 229,558 225,554 4,004 9. 備消品費 1,980 施設管理用消耗品 他

11. 光熱水費 4,884 施設電気水道料

13. 通信運搬費 172 施設電話使用料

14. 委託料 192,955 水処理センター維持管理業務 他

16. 賃借料 1 土地借上料 他

19. 修繕費 29,150 設備機器修繕費 他

23. 材料費 165 施設維持管理用資材費

25. 負担金 1 下水道汚泥資源化推進協議会費

33. 保険料 250 建物共済分担金 他

3. 総係費 71,621 71,527 94 1. 給料 16,952 職員4名分

2. 手当 7,944 〃

3. 賞与引当金繰入額 2,738 〃

4. 法定福利費 4,828 〃

5. 退職手当組合負担金 2,899 〃

7. 旅費 102 下水道事業団研修交通費 他

9. 備消品費 594 事務用消耗品費 他

10. 燃料費 172 公用車燃料費 他

12. 印刷製本費 212 供用開始区域案内チラシ 他

13. 通信運搬費 186 郵送料 他

14. 委託料 27,097 下水道使用料徴収業務委託 他

15. 手数料 49 水質検査手数料 他

16. 賃借料 1,765 公営企業会計システム賃借料 他

19. 修繕費 385 公用車車検費 他

令和3年度さくら市下水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

節

区　　分

下水道事業収益

営業収益

営業外収益

特別利益

節

区　　分

下水道事業費用

営業費用

款　項　目 比　較 説　　明

款　項　目 比　較 説　　明



支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

24. 補償金 460 水洗便所改造融資斡旋利子 他

25. 負担金 694 下水道事業研修負担金 他

29. 報償費 3,288 受益者負担金一括報奨金

33. 保険料 65 公用車自賠責保険料

35. 公課費 25 公用車自動車重量税

38. 貸倒引当金繰入額 1,166 下水道使用料貸倒引当金繰入額

4. 減価償却費 474,139 489,963 △15,824 1.
有形固定資産減価償
却費

472,237

2.
無形固定資産減価償
却費

1,902

5. 資産減耗費 4,000 4,000 0 1. 固定資産除却費 4,000

2. 97,500 114,500 △17,000

1.
支払利息及び企業債
取扱諸費

91,000 100,500 △9,500 1. 企業債利息 90,500 下水道事業債利息

2. 借入金利息 500 一時借入金利息

2.
消費税及び地方消費
税

6,500 14,000 △7,500 1.
消費税及び地方消費
税

6,500 消費税及び地方消費税

3. 220 121 99

1. 過年度損益修正損 220 121 99 1. 過年度損益修正損 220 過年度還付金等

4. 1,300 1,300 0

1. 予備費 1,300 1,300 0 1. 予備費 1,300

節

区　　分

営業外費用

特別損失

予備費

款　項　目 比　較 説　　明



収　　　入 (単位：千円)

本年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 485,548 504,389 △18,841

1. 248,400 252,500 △4,100

1. 企業債 248,400 252,500 △4,100 1. 建設改良企業債 248,400

2. 14,069 13,939 130

1. 受益者負担金 14,029 13,899 130 1. 受益者負担金 14,029

2. 受益者分担金 40 40 0 1. 受益者分担金 40

3. 223,079 237,950 △14,871

1. 国庫（県）補助金 171,000 217,450 △46,450 1. 国庫補助金 171,000

2. 他会計補助金 52,079 20,500 31,579 1. 他会計補助金 52,079 一般会計補助金

支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度

予定額 予定額 金　　額

1. 943,747 982,743 △38,996

1. 542,647 599,243 △56,596

1. 事務費 50,096 54,362 △4,266 1. 給料 14,776 職員4名分

2. 手当 9,396 〃

4. 法定福利費 4,864 〃

5. 退職手当組合負担金 2,527 〃

14. 委託料 17,763 受益者負担金調査業務委託

16. 賃借料 770 土木積算システム賃借料 他

2. 管路建設改良費 431,330 311,000 120,330 14. 委託料 58,000 管渠築造工事業務委託 他

20. 路面復旧費 40,000 舗装復旧工事

25. 負担金 20,000 工事負担金

37. 工事請負費 313,330 管渠築造工事

3. 処理場建設改良費 60,000 233,000 △173,000 14. 委託料 60,000 水処理センター長寿命化事業

4. 有形固定資産購入費 1 1 0 3.
工具・器具及び備品
購入費

1 下水道施設用水量計量器 他

5. 無形固定資産購入費 1,220 880 340 4. 施設利用権購入費 1,220 汚泥資源化工場建設委託

2. 401,100 383,500 17,600

1. 企業債償還金 401,100 383,500 17,600 1.
建設企業債元金償還
金

401,100 下水道事業債元金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

節

区　　分

資本的収入

企業債

負担金等

補助金

節

区　　分

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

款　項　目 比　較 説　　明

管路建設改良費
処理場建設改良費

款　項　目 比　較 説　　明


